
下級裁判所の事務局等の組織について 

 

平成６年７月２９日総一第２１３号高等裁判所長官、

地方、家庭裁判所長あて事務総長依命通達 

 

改正 平成２４年３月２６日総一第000342号 

令和６年３月６日総一第２３４号 

令和７年２月１４日総一第９５号 

 

高等裁判所、地方裁判所及び家庭裁判所の事務局並びにそれらの裁判所の支部及

び簡易裁判所の課の組織について下記のとおり定めましたので、これによってくださ

い。 

 なお、簡易裁判所に対しては、所管の地方裁判所長から伝達してください。 

記 

第１ 総括企画官の設置 

１ 高等裁判所の事務局に、別に定めるところにより総括企画官を置く。 

２ 総括企画官は、当該高等裁判所の裁判所事務官で最高裁判所の定める基準に

該当するものの中から、当該高等裁判所が命ずる。 

３ 総括企画官は、上司の命を受けて、事務局の事務のうち重要な事項の企画及

び立案に参画し、関係事務を総括整理する。 

第２ 文書企画官の設置 

１ 高等裁判所及び地方裁判所の事務局の総務課に、別に定めるところにより文

書企画官を置く。 

２ 文書企画官は、当該裁判所の裁判所事務官で最高裁判所の定める基準に該当

するものの中から、高等裁判所の文書企画官については当該高等裁判所が、地

方裁判所の文書企画官については当該地方裁判所の所在地を管轄する高等裁判

所が命ずる。 

３ 文書企画官は、上司の命を受けて、課の事務のうち文書及び情報の管理に関

する事項についての調査、企画及び立案に関する事務をつかさどる。 

第３ 企画官の設置 

１ 高等裁判所、地方裁判所及び家庭裁判所の事務局の課に、別に定めるところ

により企画官を置く。 

２ 企画官は、当該裁判所の裁判所事務官で最高裁判所の定める基準に該当する

ものの中から、高等裁判所の企画官については当該高等裁判所が、地方裁判所

及び家庭裁判所の企画官については当該裁判所の所在地を管轄する高等裁判所

が命ずる。 

３ 企画官は、上司の命を受けて、課の事務のうち特定の事項についての調査、

企画及び立案に関する事務をつかさどる。 

４ 企画官には、その従事する事務を特定する名称を冠することができる。 

第４ 首席技官の設置 



 

 

１ 高等裁判所の事務局の会計課に、首席技官を置くことができる。 

２ 首席技官は、当該高等裁判所の裁判所技官で最高裁判所の定める基準に該当

するものの中から、当該高等裁判所が命ずる。 

３ 首席技官は、上司の命を受けて、課の事務のうち営繕及び施設管理の技術に

関する事項を掌理する。 

第５ 主任技官の設置 

１ 高等裁判所の事務局の会計課又は管理課に、主任技官を置くことができる。 

２ 主任技官は、当該高等裁判所の裁判所技官で最高裁判所の定める基準に該当

するものの中から、当該高等裁判所が命ずる。 

３ 主任技官は、上司の命を受けて、営繕及び施設管理の技術に関する事務を整

理する。 

第６ 営繕専門職の設置 

１ 高等裁判所の事務局の会計課又は管理課に、営繕専門職を置くことができる。 

２ 営繕専門職は、当該高等裁判所の裁判所技官で最高裁判所の定める基準に該

当するものの中から、当該高等裁判所が命ずる。 

３ 営繕専門職は、上司の命を受けて、設計その他の営繕及び施設管理に関する

専門の事務に従事する。 

第７ 課長補佐の設置 

１ 次に掲げる課（以下「下級裁判所の課」という。）に、別に定めるところに

より課長補佐を置く。 

 高等裁判所、地方裁判所及び家庭裁判所の事務局の課 

 高等裁判所、地方裁判所及び家庭裁判所の支部の課 

 簡易裁判所の課 

２ 課長補佐は、当該裁判所の裁判所事務官で最高裁判所の定める基準に該当す

るものの中から、高等裁判所の課長補佐については当該高等裁判所が、その他

の裁判所の課長補佐については当該裁判所の所在地を管轄する高等裁判所が命

ずる。 

３ 課長補佐は、課長を補佐し、その命を受けて課の事務を整理する。 

第８ 係及び係長の設置 

１ 下級裁判所の課に、別に定めるところにより係を置く。 

２ 各係に、係長を置く。 

３ 係長は、当該裁判所の裁判所事務官又は裁判所技官で最高裁判所の定める基

準に該当するものの中から、当該裁判所（簡易裁判所にあっては、その所在地

を管轄する地方裁判所）が命ずる。 

４ 係長は、上司の命を受けて、係の事務をつかさどる。 

第９ 専門職の設置 

１ 下級裁判所の課に、別に定めるところにより専門職を置く。 

２ 総括企画官の下に、別に定めるところにより専門職を置く。 

３ 下級裁判所の課に置かれた専門職は、当該裁判所の裁判所事務官で最高裁判

所の定める基準に該当するものの中から、当該裁判所（簡易裁判所にあっては、



 

 

その所在地を管轄する地方裁判所）が命ずる。 

４ 総括企画官の下に置かれた専門職は、当該総括企画官の置かれた高等裁判所

の裁判所事務官で最高裁判所の定める基準に該当するものの中から、当該高等

裁判所が命ずる。 

５ 下級裁判所の課に置かれた専門職は、上司の命を受けて、専門の事務に従事

する。 

６ 総括企画官の下に置かれた専門職は、上司の命を受けて、総括企画官の職務

のうち専門の事務に従事する。 

７ 高度の専門の事務に従事する専門職は、専門官と称する。 

８ 専門職には、その従事する事務を特定する名称を冠することができる。 

第１０ 主任の設置 

１ 下級裁判所の課に、別に定めるところにより主任を置く。 

２ 主任は、当該裁判所の裁判所事務官又は裁判所技官で最高裁判所の定める基

準に該当するものの中から、当該裁判所（簡易裁判所にあっては、その所在地

を管轄する地方裁判所）が命ずる。 

３ 主任は、上司の命を受けて、特定の事務に従事する。 

 

付 記 

１ 実施 

  この通達は、平成６年８月１日から実施する。 

２ 通達の廃止 

平成４年１２月１４日付け最高裁総一第２９５号事務総長依命通達「下級裁判

所の事務局の組織等について」（以下「旧通達」という。）は、平成６年７月３

１日限り、廃止する。 

３ 経過措置 

この通達の実施の際現に旧通達及び次に掲げる通達の定めにより、総括企画官、

企画官、首席技官、主任技官、営繕専門職、課長補佐、係長、専門職又は主任に

任命されている者は、この通達記第１の２、記第２の２、記第３の２、記第４の

２、記第５の２、記第６の２、記第７の３、記第８の２又は記第９の２の定めに

より任命されたものとみなす。 

 昭和６３年７月１８日付け最高裁総一第２６４号事務総長通達「総括企画官

の設置について」 

 平成元年７月２５日付け最高裁総一第２３３号事務総長通達「総括企画官の

設置について」 

 昭和５７年３月２０日付け最高裁総一第６６号事務総長通達「企画官の設置

について」 

 平成５年３月２６日付け最高裁総一第１０９号事務総長依命通達「首席技官

等の設置について」 

 平成３年２月１日付け最高裁総一第２７号事務総長通達「課長補佐の設置に

ついて」 



 

 

 平成６年２月２８日付け最高裁総一第４７号事務総長通達「専門職の設置に

ついて」 

付 記 

この通達は、平成２４年４月１日から実施する。 

付 記 

この通達は、令和６年４月１日から実施する。 

付 記 

この通達は、令和７年４月１日から実施する。 

 


